
2．参考資料   



（1）社会福祉法関係条文  
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社会福祉法  

（基本指針）  

莱舶条 長生労   
会福祉事業に  

ぬ大臣は∴社会福祉事業が適正に行われること葱薩促するため」社  

蓮如恵ぬ辛こ甲′童において噂壊固唾韓時季瓢再錆  

び歯長の社会福祉に蘭する活動への参加の促逸を歯志ためめ措竜  

幽
 
 

拘な海針（以下一基本指針」という。）を定めな  迦。   
2 基本指鮒こ定める事項は、次のとおりとする。  

一 社会福祉事業従事者の就業の動向に関する事項  

二 社会福祉事嚢を繹営する暑が行う、社会福祉事業従事者に係る処遇の改善  
（国家公務員及び地方公務員である者に係るものを除く。）及び資質の向上並び   
に新規の社会福祉事業従事者の確保に資する措置その他の社会福祉事業従事者   

の確保に資する措置の内容に関する事項  

三 前号に規定する措置の内容に関して、その適正かつ有効な実施を図るために   
必要な措置の内容に関する事項  

四 国早の社会福祉事業に対する理解を深巌国民の社会福祉に関する活動への   

参加を促進するために必要な措置の内容に関する事項  

3 厚生労働漬臣は、基本指針を定め、又はこれを変更しようとす   
かじめ、総務大臣に協議するとともに、社会保障審議会及び都道   
かなければならない。  
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 4・厚生労働大臣は、基本指針を定めi又はこれを変更したときは、′遅滞なく、こ  

れを公表しなければならない。  
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（2）福祉部会における議論等  
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旧「福祉人材確保指針」の概要  

（平成5年4月14日厚生省告示第116号）  

1 現状と今後の見通し   

◎ 福祉サービスの質の向上と量的拡充のために人材確保が不可欠   

◎ 今後、若年労働力人口の減少が予想される中で、社会福祉分野での労働力需要は  

急増   

・社会福祉事業全体で平成2年現在75万人の従事者を、平成12年（2000年）に  

は111万人程度確保する必要   

2 社会福祉事業従事者確保の目標   

① 専門的知識・技術と豊かな人間性を備えた資質の高い人材を早急に養成   

② 処遇の改善等により、魅力ある職場づくりを推進し、必要な人材を確保   

③ ①及び②により、国民のニーズに対応した適切なサービスを提供   

3 具体的措置   

経営者は、人材確保のための措置に積極的に取り組む。これに対し、国及び地方公   

共団体は、措置費の改善、福祉人材センター事業の拡充、福利厚生センターの設立を   

始めとする支援措置を講ずる。   

◎ 養成力の強化・従事者の資質の向上   

・ 介護福祉士等福祉専門職の養成力の強化   

・ 生涯にわたる研修体系の確立  

◎ 職務の困難性、専門性を適切に評価した、賃金、労働時間、福利厚生等の改善   

・ 適切な給与水準の確保   

・ 週40時間労働制の実現   

・ 年次有給休暇の完全取得   

・ 夜間勤務、祝日勤務の負担軽減   

◎ 業務体制の見直し、業務の省力化、サービスの向上   

・ 夜勤、宿日直勤務のみを行う介護職員の採用   

・短時間就労、特定時間就労等従事者が受け入れやすい多様な勤務体制の整備   

・福祉サービスの評価基準の確立と業務のマニュアル化、効率化   

・ 介護機器の活用、事務の電算化   

◎ 就業の促進   

・福祉人材センターを通じた、就労あっせん、人材掘り起こしの促進   

・ 男性の参入の促進   

◎ 従事者の社会的評価の向上   

◎ 社会福祉法人の経営の多角化、経営基盤の強化  
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福祉部会意見書における指摘  
介護福祉士制度及び社会福祉士制度の在り方に関する意見（平成18年12月12日）（抜粋）   

第1 介護福祉士制度の在り方について  

Ⅳ 介護の担い手の人材確保   

○ 介護の担い手の人材確保については、介護福祉士の資格を取得している者のうち、実際には就業していな  
い者も多い現状を踏まえ、総合的な福祉人材確保対策を講じていくべきであり、引き続き本部会において審  
議を行い、社会福祉法に基づ〈「社会福祉事業に従事する者の確保を図るための措置に関する基本的な指  
針」の見直し等について、検討を行っていくこととするが、これまでに行われた議論を整理すると、以下の  
とおりとなる。   

○ 介護福祉士資格取得者には、資格取得後のOJTのほか、生涯にわたって自己研撰し、介護の専門的な能  
力の向上に努めることが求められていることから、生涯を通じた能力開発とキャリアアップへの支援を行っ  
ていくことが重要である。  

このため、職能団体等による資格取得後の研修の実施に向けた取組等による体制の整備のほか、介護福祉  
士を雇用する事業者の側においても、介護福祉士の研修機会を確保するような積極的な取組が求められる。   

○ また、介護職員の就労状況については、  
t 全産業の平均的な離職率に比べ、離職率が高い  

■ 賃金の水準が業務内容に見合った水準になっていないのではないか   
・ 規模の小さい事業所においては、福利厚生の充実が困難である   
・ 仕事のやりがいや処遇等を理由に転職する者がいる一方、他分野からの転職も多い  
といった特徴が指摘されている。  

このため、介護労働者の雇用管理の改善、能力開発等の取組の推進、福利厚生センターの活用等による福  
利厚生の充実、都道府県人材センター等による無料職業紹介事業や潜在マンパワーの掘り起こし、介護業務  
の社会的評価の充実、優れた人材の確保・育成に重点を置いた経営モデルヘの転換等に取り組んでいくべき  
である。さらに、介護保険制度等の中でも介護福祉士を積極的に位置付けていくべきであり、介護報酬等に  
おいて評価を行うことも含め、サービスの質に応じた評価の仕組みを構築していく観点から検討を行ってい  
くべきである。  

福祉部会における福祉人材確保指針に関する審議経過  

第1回 平成19年3月29日  

「人材確保指針の見直しについて」（旧人材確保指針の概要）、財団法人介護労働安定センター 野寺康幸理事長、  

社会福祉法人大阪府福祉人材センター 上田哲夫所長からのプレゼンテーション 等  

第2回 平成19年4月20日  

「社会福祉事業に従事する者の確保を図るための措置に関する基本的な指針について」（人材確保指針を取巻く  

状況）、社会福祉法人横浜長寿会 篠原正治理事長、特別養護老人ホーム「まどかの郷」太田二郎施設長からの  

プレゼンテーション 等  

第3回 平成19年5月30日  

「人材確保指針の見直しについて（議論のたたき台）」（骨子案）等  

（第3回の議論を踏まえ、一部修正をした骨子案により、国民への意見募集（平成19年6月8日～平成19年6月21日）、都道府県  
への意見照会を実施。）  

第4回 平成19年7月4日  

「社会福祉事業に従事する者の確保を図るための措置に関する基本的な指針（案）について」（改正案）等  

第5回 平成19年7月26日  

・厚生労働省からの諮問、福祉部会として了承  

平成19年8月1日  

・社会保障審議会からの答申  
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社会保障審議会福祉部会名簿  

氏  名   役  職   

いしはら みちこ  

石 原 美智子  株式会社新生メディカル代表取締役   

いしばし しんじ  

石 橋 真 二  社団法人日本介護福祉士会会長   

い べ としニ 井 部 俊 子  聖路加看護大学学長   

いわた まさみ  

岩 田 正 美   日本女子大学人間社会学部教授   
えぐさ やすひこ  

江 華 安 彦  社団法人日本介護福祉士養成施設協会会長  

（社会福祉法人旭川荘名誉理事長）   

おじま  しげる  

小 島 茂   日本労働組合総連合会総合政策局生活福祉局長   

きょうごく たかのぶ  

京 極 高 宣  国立社会保障・人口問題研究所所長   

こうのえけいこ  

鴻江圭子  

（～平成19年5月29日）   

このま あきこ  

木 間 昭 子  NPO法人高齢社会をよくする女性の会理事   
こまむら こうへい  

駒 村 康 平  慶鷹義塾大学経済学部教授   
しらさわ まさかず  

白 樺 政 和  社団法人日本社会福祉士養成校協会会長  

（大阪市立大学大学院教授）   

たかおか こくし  

高 岡 国 士  全国社会福祉施設経営者協議会会長  

（社会福祉法人威光苑理事長）   

つる なおあき 鶴 直 明   社団法人日本経済団体連合会社会保障委員会  
医療改革部会委員   

なかじま たかのぶ  

中 島 隆 信  慶鷹義塾大学商学部教授   

ふくだ とみかず  

福 田 富 一  栃木県知事   

ほった  

一つとむ  

力   財団法人さわやか福祉財団理事長   
むらお としあき  

村 尾 俊 明  社団法人日本社会福祉士会会長   

もり  さだのり  
森  全国市長会介護保険対策特別委員会副委員長  

（愛知県高浜市長）   

よしおかまさかつ  

吉岡正勝  

（平成19年5月30日～：I   

（五十音順・敬称略）  

注）◎は部会長、○は部会長代理。   
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（3）人材確保指針の概要  
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福祉人材確保指針の見直しの概要  

○ 指針が制定された平成5（1993）年以降の社会福祉を取り巻く状況の変化の中で、福祉・  

介護ニーズがさらに増大するとともに、質的にも多様化t高度化。  

○ 少子高齢化の進行等の下で生産年齢人口が減少し、労働力人口も減少が見込まれる一  

方、近年の景気回復に伴い他の産業分野における採用意欲も増大している。福祉・介護  

サービス分野におい七は、高い離職率と相まって常態的に求人募集が行われ、一部の地域   

や事業所では人手不足が生じている。   

このような中で、福祉■介護ニーズに的確に対応できる人材を安定的に確保していくために  
経営者、関係団体等並びに国及び地方公共団体が講ずるよう努めるべき措置について、改  

めて整理を行うもの。  

2．就業の動向  

福祉・介護サービスにおける就業の現況  

女性の占める割合が高い（介護保険サービス従事者の約8割）。  

非常勤職員の占める割合が近年増加（訪問介護サービス従事者の約8割）。  

入職者■離職者の割合が高い（入職率約28％、離職率約20％）。  

給与の水準は他の産業分野を含む全労働者の給与の平均と比較して低い水準。  

潜在的有資格者等が多数存在（介護福祉士47万人のうち福祉・介護サービスに従事しているのは約2  

7万人）。等  

福祉・介護サービスにおける今後の就業の見通し  

今後のサービス需要の拡大に対応して必要となる従事者数の試算を提示。  

（介護保険サービスに従事する介護職員は、平成16年で約100万人（労働力人口の約1．5％）であるが、  

平成26年には約140～160万人（同約2．1～2．4％）が必要）  

3．人材確保のための措置  
○ ホームヘルパーの多数  

を占める中高年層や就職  

期の若年層など、それぞれ  

のライフスタイルに応じた働  

○ 労働力人口の減少も見込まれる中で、福祉・介護ニーズ  

の増大や多様化・高度化に対応していくため、福祉・介護  

サービス分野を、人材の確保に最も真剣に取り組んでいか  
なければならない分野の一つと位置付け。  

○ 指針の本来の対象である社会福祉事業のほかに、介護保  
険における居宅介護支援や特定施設入居者生活介護など、  

これと密接に関連するサービスも合わせて「福祉・介護サービ  

ス」と総称し、人材確保のための取組を共通の枠組みで整理  

きやすい労働還境の整備  

○ 従事者のキャリアアップ  

の仕組みの構築とその姓  

会的評価に見合う処遇の  

塵崖  

等のための取組が必要。   
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4．新たな指針のポイント  

人
材
確
保
の
安
定
化
・
定
着
化
 
 

○キャリアと能力に見合う給与体系の構築、適切な給与水準の確保、給  

与水準一事業収入の分配状況等の実態を踏まえた適切な水準の介護報  

酬等の設定、介護報酬等における専門性の高い人材の評価の在り方  
検討  

○労働時間の短縮の推進、労働関係法規の遵守、健康管理対策等の労  

働環境の改善  
○新たな経営モデルの構築、介護技術等に関する研究一昔及 等  

労働環境の  

整備の推進  

○施設長や生活相談員等の資格要件の見直し等を通じた従業者のキャ  

リアパスの構築や研修体系  
○従事者のキャリアパスに対応した研修体系の構築  

○経営者間のネットワークを活かした人事交流による人材育成 等  

キャリアアップの  

仕組みの構築  

祉■介護サービ  

の周知・理解  

○教育機関等によるボランティア体験の機会の提供  

○職場体験、マスメディアを通じた広報活動等による理解の促進等  

○潜在的有資格者等の実態把握／福祉人材センター等による相談   

体制の充実／無料職業紹介等による就業支援一定着の支援等  

○ 高齢者への研修、障害者への就労支援等を通じた高齢者などの参  

入，参画の促進  等  

多様な人材の  

そのほか、経営者、関係団体等並びに国及び地方公共団体が、十分な連携を図りつつそれぞれの役割を果た  

すことにより、従事者の処遇の改善や福祉・介護サービスの社会的評価の向上等に取り組んでいくことを明記。  

指針の実施状況を評価・検証し、必要に応じて見直す。  
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（4）福祉・介護サービス従事者の現状等  
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我が国の人口の推移  

1950 1960 1970 1980 1990 200020052010 2020 2030 2040 20502055  
（西暦）  

資料2005年までは把持省統計局「匡］勢調査」、2010年以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の招来推計人口こ平成柑年12月推計）中位推計 

＜労働力人口の見通し（ごく粗い推計）＞   

人口減少下において、若者、女性、高齢者などすべての人の意欲と能力が最大限発揮できるような環境整  
備に努めることにより、より多くの国民の就業参加の実現を図ることが重要。  

労働市場への参加  
が進むケース  

労働市場への参加  
が進まないケ岬ス  

労働市場への参加  
が進むケース  

労働市場への参加  
が進まないケース  

200∠1年  2015年  2030年  

（資料出所）総人口については、2004年は総務省統計局「人口椎言十」、2015年、2030年は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」（2002年1月推計）によるn  
労働力人口については、2004年は総務省続言十局「労働力調査」、2015年、2030年は雇用政策研究会（厚生労働省職業安定局長の研究会）の推計（2005年7月）による  

（注）「労働市場への参加が進むケス」とは、各種施策を講じることにより、より多くの暑が働くことが可能となったと仮定したケース。  
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介護・福祉サービス従事者数の推移（実人員）   

平成17年における介護t福祉サービスの従事者数は、人材確保指針が策定された平成5年の約71万人から約  

4，6倍に増加しており、特に、老人分野においては約12倍と大幅に増加している（平成12年の介護保険制度  

導入後においては約2倍に増加）。  

平成5年   平成12年   平成17年   

167，89∈主   1，048，681   1，971，225  

老人分野  

〔100〕   〔625〕   〔1，174〕   

130，254   159，550   671，718  

障害者分里予  

〔100〕   〔122〕   〔516〕   

373，892   447，013   556，008  

児童分里予  

〔100〕   〔120〕   〔149〕   

37，967   77，604  

その他  

710，011   

合 言十  
3，276，555  

注）人数の下段の括弧書きの数値は、各分野において平成5年を100とした指数。  

介護職員数の推移と介護福祉士の割合（実人員）  

介護職員数は平成12年の約55万人から平成17年の約112万人と約2倍になっており、最近は毎年約10  
万人ずつ増加している。  
また、介護職員に占める介護福祉士の割合は施設で約4割、在宅で約2割で推移している。  

平成12年  平成13年  平成14年  平成15年  平成16年  平成17年  

実数  割合  実数  割合  実数  割合  実数  割合  実数  割合  実数  割合   

介護職員   54臥924   661．588   755．引0   884．981   1．002．144   1．124，691   

《介護職員》（介  

円 〔コ  
可能な施設・  650．386   734．214   844．517   917．892   1，124．691   

計  
サービスのみ）   242ウi  24．‖右  24．0ウ右  23．09忘  23．9ウも  23．4ウも  

うち介護福祉士数  131．554  156，436  176．257  194，567  219．331  263．048   

介護職員   236．213   253．951   265．560   281．478   298」41   312，369   

施  三几 古又  31．79も  34．29i  35．2ワ乙  36．0？i  37．19も  38．1ワ右  

うち介護福祉士数  74．863  86，774  93，573  101．412  110．498  118．930   

在 宅  307．567   396，435   468．654   563，039   619，751   812，322   

＋  18．4ワi  17．69G  17．6ヤ右  16，5ワも  17．69ら  17．79ら  

ヒ ス   69．662  82．684  93．155  108，833  144．118   

（※）平成16年以前は「認知症対応型共同生活介護」及び「特定施設入所者生活介護」の介護福祉士数が不明であるため、「在宅サービス」欄の介言草職  
員数には、この2種類のサービスの介護職員数は含めていない。  

資料出所：「介護サービス施設・事業所調査」（厚生労働省大臣官房統計情報部）  
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事業所の種類別・年齢階層別・男女別介護職員の状況  

介護職員を年齢別に見ると、29歳以下の者が約40％を占め、平均年齢は36．5歳となってし、る。  
また、男女別にみると、女性の割合が約78％となっている。  

総 数  29歳以下  （再掲） 24歳以下  30～39歳  4D【〕49歳  50～59歳  60歳以上  不 詳  平均年齢 （歳）   

全体計   100．0  回  157  213  19．5  17．3  2．0  0．3  四   

訪問介護  1000  12．3  四  皿  □  30．9  5－6  0．3  44．5   

共同生活介護   100－0  ＃  17，2  18．9  四    20．5  4．2  0．4  38．3   

介護老人福祉施設   100．0  圏  16．8  237  16．5  14．1  0．6  03  34．7   

介護老人保健施設   100．0    19．6  23．3  四  9．8  0．5  0．3  33．0   

介護療養型医療施設  100．D  団  16．3  15．8  四  252  2．9  04  39．0   認知症対応型  

全体計   22．2  77．8   

訪問介護   8．2  ロ   

認知症対応型   
共同生活介護   16．7  83．3  

介護老人福祉施設   26．5  73．5   

介護老人保健施設   28．9  7†．1   

介護療養型医療施設  16－2  83月   

注）常勤者の年齢階層別男女別割合である。  

資料出所一「介護サーービス施設・事業所調査」（平成16年）（厚生労働省大臣官房統計情報部）  

常勤・非常勤別介護職員数の推移（実人員）   

介護職員に占める非常勤の介護職員の割合は概ね増加しており、平成17年で約42％となっている。   
事業所の種類別でみると、非常勤の介護職員の割合は施設では増加しており、平成17年で約14％、在宅サービ  

スではほぼ横ばいで、平成17年では約52％となっている。  

平成12年  平成13年  平成14年  平成15年  平成16年  平成17年  

介護職員数  割合  介護他見数  割合  介護職員数  割合  介護職員数  割合  介護随員数  割合  介護職員数  割合   

常勤  35丁．283  65．19占  409，294  61．9ワ右  450．269  59．6？i  517．247  58．49i  592．666  59．1ウら  656，874  58．4？右   

非常勤  191，641  34．9ワ乙  252．294  38．1ワ′占  305．541  40．4ウ右  367．736  41．69右  409，478  40．99i  487．817  41．6？i  

計  
総計  54とl，924  100．09i  661，5BB  100．09右  755，810  100．0ワb  884．983  100．09i  1．002，144  100．09も  1．124．691  100．0％   

常勤  21〔l．770  B9．2U昌  223．575  8臥08b  232．772  87．7ワら  245．305  日7．1ワム  258．577  86．7ワ昌  268．477  85．9ワi  
施  

非常勤  2≡．443  10．80ら  30，376  12．0ウ乙  32，788  12．3？右  36．175  12．9ウム  39，564  13．3ワも  43．892  14．1ワら  

白文  
計   23E．213  100．0？b  253．951  100．0ワも  265．560  100．0ワ8  281，480  100．Dワ昌  298．141  100．0ワム  312．369  100．0ワ右   

常勤  146．513  46．9？。  185．719  45．69i  217，497  44．4ワ乙  271．942  45．1，も  334．089  47、5ワi  388，397  47．8ワ占  
在  
宅  
サ   

！  

ビ  
ス  312．7†1  100，00c  407，637  100．0？乙  490．250  10D．09己  603，503  100．0ワi  704．003  100．09i  812．322  100．0？も   

※介護職員数は実人員（  

※「常勤」とは施設・事業所が定めた勤務時間のすべてを勤務している者、「非常勤」とは常勤者以外の従事者（他の施設、事業所にも勤務するなど収入及び時間的拘束の伴う仕事を  

持っている者、短時間C）ハートタイマ【等）、，  

資料出所「介護サーヒス施設・事業所調査」（厚生労働省大臣官房統計情報部）  
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入職率・離職率（全体）  

「訪問介護員＋介護職員」の入職率は28．2％、離職率は20．2％であり、ともに全労働者の入職率（17．4％）及び離職  
率（17．5％）を上回っている。  

（注）正社員は一般労働者よりも概念が狭く、非正社員は、パートタイム労働者よりも概念が広いため、単純に全労働者の一般労働者、パートタイム労働者と   
介護職鼻の正社員、非正社員との入職率や離職率を比較するには注意が必要である。  

※正社員二  雇用している労働者の雇用期間の定めのない者のうち、パートタイム労働者や他企業への出向者を除いた者。  
※非正社員：正社員以外の労働者こ契約社員、嘱託社員、臨時的雇用者、パートタイム労働者〉  
※一般労働者：常用労働者のうちパー・トタイム労働者を除いた者。  
※パートタイム労働者：常用労働者のうち次のいずれかに該当する労働者をいう。  

ア1日の所定労働時間が一般の労働者よりも短い者。  
イ1日の所定労働時間が一般の労働者と同じで一週の所定労働日数が一般の労働者よりも短い者。  

※入（離）職率：訪問介護鼻＋介護職員：平成16年10月31日の従事者致に対するその後1年間の採用（離職）者数の割合  
全労働者：  平成17年1月1日現在の常用労働者数に対する1月1日から12月の期間中の入（離）職者の割合  

資料出所：訪問介護員＋介護職員・事業所における介護労働実態調査（平成18年6月）（介護労働安定センター）  
全労働者二  雇用動向調査（平成17年）（厚生労働省大臣官房統計情報部）  

職種別きまって支給する現金給与額等   

福祉施設介護員、ホームヘルパーの給与は、年齢が低く勤続年数が短いことに留意する必要があるが、それぞれ  
男性労働者・女性労働者の平均年収試算額lこ比べ、低額となっている。  

企業規模計  

年収試算額  年間賞与その  
他特別給与額   勤続年数  

歳
．
7
．
6
．
－
．
1
．
〇
．
1
．
3
．
4
．
6
 
 
 
 
0
 
1
 
ロ
リ
 
2
 
7
 
4
 
 
5
 
5
 
2
 
 

4
 
4
 
3
 
3
 
3
 
4
 
4
 
3
 
4
 
 

年  千円  千円  干円  

全労働者  

男性労働者  

女性労働者  

福祉施設介護員（男）  

福祉施設介護員（女）  

ホームヘルパー（女）  

介護支援専門員（女）  

看護師（女）  

看護補助者（女）  

302．0  905．2  

337．8  1．057月  

222．5  566．4   

214．7  577．1   

193．3  490．6   

187．3  376．1   

251．6  714．9  

279．5  846．3   

178．6  466．3  

4．529．2  

5．111．4  

3，236．4  

3．153．5  

2．810．2  

2，623．7  

3．734．1  

4，200．3  

2，609．5  

（注） 賃金構造基本統計調査は年収は調査していないが、下記算式により参考数値として試算した。  

年収試算額  ＝ 「所定内給与額  × 12ケ月  ＋  年間賞与その他特別給与額」   

◎「きまって支給する現金給与額」とは、 労働契約、労働協約あるし、は、事業所の就業規則などによってあらかじめ定められている支給   
条件、算定方法によって支給された現金給与額。手耶額でなく、税込みの額。  
現金給与額には、基本給、職務手当、精皆勤手当、通勤手当、家族手当などが含まれるほか、超過労働給与額も含む。   

◎「所定内給与額」とは、月間きまって支給する現金給与額のうち、超過労働給与額以外のものをいう。  

資料出所：平成17年賃金構造基本統計調査（厚生労働省大臣官房統計情報部）  
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有効求人倍率の推移   
社会福祉専門職種の有効求人倍率は全職業に比べ継続して低い数値を示してきたが、最近急速に高まり、全職業同様の水準  

となっている。   

特に常用的／く－－トタイムの有効求人倍率が高くなっている。  

平成5年度  平成10年度  平成11年度   平成12年度  平成13年度  平成14年度  平成15年度  平成16年度   

常用（含パート）   0．70  0．48  047  0．60  0，54  0′54  0．66  0．83  0．9   

全職業  常用（除バート）   0．66  0．40  0．38   

常用的パートタイム   1．06  1．08  1．0∈i  1．39   1，28  ト28  1．45  1．32  1．29  1．35   

常用（含パート）  0．54  0．59  074  0．86  1．08  1．30  

社会福祉専門職種  0．20  0．18  0．25  0，32  038  0．43  0．55  0．69  0．91  ト10  

常用的パートタイム  1．31  137  1♂・61  1．47  155  1．79   

常用（含バート）  1．14  1．47  1．74  

介護関連職種  常用（除パート）  0．69  0．97  1．22  

常用的パートタイム  2．62  2．86  3．08   

548．924  661．588  755，810  884．981  1，002．144  1．124，691  

【参考】介護職員数  

H32   H51口 H95   卜tlll  H1211  H14∵   

（注）介護職員数は実人員である。平成18年度については、現時点で数値が取りまとまっていない「  
資料出所職業安定着帯横言十（厚生労働省職業安定局）  

介護サービス施設・事業所調査（厚生労働省大臣官房統計情報部）  
景気動向指数（内閣府経済社会総合研究所・統計情報）  
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都道府県別の有効求人倍率（平成18年度）   
介護関連職種の有効求人倍率を地域別にみると、特に大都市で高い水準となっている。   
介護関連職種の有効求人倍率を雇用形態別でみると、常用的パートタイムの水準が高くなっている。   
都道府県別の介護関連職種の有効求人倍率は、都道府県別の全職種の有効求人倍率と強い相関関係がある（全産業有効求  

人倍率（常用（含パート））と介護関連職種有効求人倍率（常用（含パート））の相関係数0．72）。  

全職業  

常用（除パート）  常用的パートタイム  

■壬生1   A O  1．22   3．08   
北 海 道   0．53   0．46   0．80   0．81   0．63   1．47   

0．43   0．36   0．6了   0．77   0．62   1．27   
0．76   0．69   1．08   1．04   0．83   1．86   
0．90   0．83   1．17   1．21   0．90   2．23   

秋 田 県   0．60   0．48   0．98   0．75   0．56   1．45   
山 形 県   1．01   0．84   1．64   1．39   1．18   2．09   

0．82   0．74   1．12   1．56   1．18   2．82   
茨 城 県   0．92   0．81   1．22   2．14   1．73   3．01   

1．32   1．22   1．63   1．85   1．47   2．66   
≡   1．33   1．19   1．75   1．79   1．33   2．84   

埼 玉 県   0．98   0．85   1．3   2．39   1．60   4．09   
フリq   1フ【1   千 莞 県   0．87   0．71   1．3  A 了汽   

1．42   1．27   2．0   
東 京 都  

，且2   194   5．46   
0．98   0．91   1．2   ，4，   1.53 A6n   

・リ    ≡   1．07   1．02   1．22   1．32   1．23   1．59   
富 山 県   1．24   1．15   1．49   1．66   1．46   2．02   
石 川 県   1．22   1．07   1．了7   1．61   1．31   2．78   

1．36   1．24   1．66   1．60   1．27   2．34   
山 型 県   1．08   0．94   1．44   2．07   1．41   3．57   
長 野 県   1，16   1．09   1．34   1．71   1．50   2．10   

1．36   1．29   1．52   2．46   1．95   3．54   
ii；   ≡   1．19   1．15   1．3   23且   1只了   35丁   

愛 知 県   1．79   1．82   1．71   2．86   2．04   4．41   
三 重 県   1．36   1．32   1．45   2．32   1．67   3．54  

全職業  介護関連職種  

l洛    A 8  ■望1   A O  

1．02   0．92   1．35   1．74   
滋 賀 県   

1．22   3．08  
1．21   1．14   1．39   1．82   1．33   2．68   

都 府   0．98   0．85   1．30   1．36   0．89   2．柑   

大 阪 府   1．21   1．08   1．64   2．27   1．41   4．3   
兵 庫  県   0．91   0．80   1．20   1．77   1．03   3．29   
奈 良 県   0．79   0．60   1．36   2．25   l．2g   【耶   
和歌 山 県   0．80   0．67   1．18   1．90   1．15   3．50   
鳥 取 県   0．71   0．63   0．9了   0．74   0．61   1．10   
島 根 県   0．84   0．68   1．28   1，40   1．24   1．75   
岡 山 県   1．26   1．12   1．72   1．79   1．42   2．82   
広 島 県   1．21   1．15   1．36   1．59   1．26   2．25   
山 口 県   1．06   0．93   1．42   1．35   0．92   2．39   
徳 島 県   0．85   0．67   1．52   1．了0   1．44   2．23   
香 川 県   フ14   149   【耶   1．23   1．01   2．06  

0．84   0．了3   1．19   1．43   1．21   2．02   
高 知 県   0．46   0．35   1．03   

福 岡 県   

1楢   lnフ   4Rl  
0．83   0．76   1．11   1．28   1．00   2．18   

佐 賀 県   0．63   0．52   0．97   0．96   0．70   1．63   

崎 県   0．57   0．50   0．75   0．74   0．54   1。33   

熊・本 県   0．75   0．69   0．98   1．08   0．81   1．91   
大 分 県   0．97   0．90   1．15   1．04   0．78   1．76   

崎 県   0．66   0．61   0．80   0．98   0．80   1．50   
鹿児 島 県   0．58   0．50   0．80   0．96   0．73   1．55   
沖 縄 県   0．40   0．36   0．63   0．69   0．59   1．06   

（注）常  用： 無期雇斥拍、又は4ケ月以上の雇用契約期間が定められている者  
パートタイム．  所定労働時間が通常の労働者より短い者  
常用的パートタイム：パートタイムのうち、無期雇用か又は4ケ月以上の雇用期間によって就労する者  

（参考）  

全職業有効求人倍率（常用（除パート））と介護関連職種有効求人倍率（常用（除パート））の相関係数・0、79  
全職業有効求人倍率（常用的パートタイム）と介護関連職種有効求人倍率（常用的パートタイム）の相関係数・0 61   

資 料出 所．職業安定業務統計（歴生労働省職業安定局）  
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潜在的介護福祉士の状況  

※ 介護福祉士資格取得者故については、できる限り時点をそろえるため、平成17年9月末現在の人数を用いているが、平成19年3月末現在では約56万4千   

人となってし＼る。   

資料出所 介護保険事業の介護職員・介護福祉士数 介護サ岬ビス施設・事業所調査（平成17年10月1日）（実人員ベース）  
介護保険事業以外の介護職員一介譲福祉士数 社会福祉施設等調査（平成17年10月1日現在）（実人員ベース）＜介護福祉士数が分かる施設のみ＞  
不就労介護福祉士の就労意向 介護福祉士現況調査（平成14年3月）介護福祉士会調査  

介護職員数の将来推計  
Ⅰ 介護サービス対象者数の推計  

○ 要介護認定者等数、介護保険利用者数及び後期高齢者（75歳以上）数の推計  単位：万人  

平成16年  平成20年  平成23年  平成26年    平成36年  平成42年  
（2004）  （2008）  （2011）  （2014）   （2024）  （2080）   

予防効果なし 【A】  410  520  580  640  
要介護認定者等数  

予防効果あり 【B】  500  540  600  

【c】   330  410  450  500  
介護保険利用者数   うち 施 設   80   100  100  110  

うち 在 宅   250  310  350  390  

後期高齢者（75歳以上）数  【D】   1110  1290  1430  1530   1980  2100  
＜出典＞ 要介護認定者等数  第18回社会保障審議会介護保険部会（平成16年10月29日）資料  

介護保険利用者数．第19回社会保障審議会介護保険部会（平成16年11月15日）資料  
後期高齢者（75歳以上）敬 二 国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来人口（平成14年1月推計）」  

（注1）介護保険利用者数【c】は、現行の要介護認定者等数【A】がベース。なお、要介護認定者等数と一致しないのは、入院、家族介護等により、  
介護保険の利用率が8割程度であるため。  

（注2）国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来人口（平成14年1月推計）」によると、2030年が後期高齢者数のピーク。  

Ⅱ 介護保険事業に従事する介護職員数（実数）の推計  

○ 平成16年の介護職員数（100 2万人）を基準に、Ⅰの各推計と同じ伸び率で増加すると想定して算定  
単位万人（実数）  

平成16年  平成20年  平成23年 平成26年  平成36年     平成42年  

（2004）  （200∈り  （2011）  （2014）  （2024）  （2030）   

【A】のケース  100．2  

7∠12．2  7β2．β  746．6   

724．6  7βタ．9  7タβ．β  【B】のケース   施設 29．8 在宅 70＿4   
＜出典＞ 平成    16年の介護職員敬  半成16年介言隻サーヒス万転言箕・草案所調査   

いずれの推計を使  
用しても、平成26年  

の介護職員数は  
1亜～155万人程度  
であり、今後10年間  

で年間平均4．0－55  

万人程度の増加と  
見込まれる。  

（注3）介護職員は、介護保険施設及び居宅サービス事業所等における従事者のうち、介護福祉士、訪問介護員等の介護関係業務に従事する者をいう。  
（注4）【C】のケーースの推計は、施設一在宅別に推計したものを合計したもの。  
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